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小中一貫教育を推進する上での学校運営協議会の在り方について 

（第一次報告）（案） 

 

はじめに 

○ 教育再生実行会議第 5次提言を受け、現在、中央教育審議会では、小中一

貫教育の制度化及び総合的な推進方策について精力的な審議がなされてい

る。すでに多くの地域において、小中一貫教育の取組が進められているが、

取組の一層の推進を図るためには、保護者や地域住民等、地域ぐるみで子供

たちの 9年間の学びを支える環境を整備していく必要があり、本協力者会議

では、小中一貫教育の制度化の議論を踏まえつつ、中学校区を運営単位とし

たコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の在り方について議論し

てきた。 

 

○ 本報告は、小中一貫教育の制度化と併せ、複数の学校で一つの学校運営協

議会を設置することができるよう、現行の制度の見直しの必要性等について

提言するものである。 

 

１．検討の背景 

（１）教育再生実行会議第 5 次提言 

○ 少子・高齢化やグローバル化が進む中、日本が将来にわたって成長し発展

を続け、一人一人の豊かな人生を実現していくためには、個人の可能性を最

大限引き出すとともに、少子化を克服し、国力の源である人材の質と量を充

実・確保していく必要がある。 
 
○ このような観点から、教育再生実行会議において、平成 26 年 6 月に第５

次提言「今後の学制等の在り方について」が取りまとめられ、子供の発達に

応じた教育の充実、様々な挑戦を可能にする制度の柔軟化など、新しい時代

にふさわしい学制改革の方向性について提言された。 

 

○ 具体的には、幼稚園と小学校、小学校と中学校などの学校間連携の一層の

推進や、小中一貫教育の制度化及び設置促進への支援、大学への飛び入学制

度の活用実態を踏まえた高等学校の早期卒業や、国際化への対応として大学

及び大学院入学資格においてそれぞれ課している12年又は16年課程の修了

要件の緩和など、幅広い提言がなされた。また、学制改革に伴い、学校種を

超えて指導できる教員免許状の創設なども提言に盛り込まれている。 

 

資料２ 
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○ また、同提言においては、コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

の導入の促進により、保護者や地域住民の参画と支援の下、より効果的な学

校間連携を推進する旨も示されている。 

 

（２）中央教育審議会への諮問と審議状況 

 ○ 上記の教育再生実行会議第 5次提言を受け、平成 26 年 7 月、下村文部科

学大臣から中央教育審議会に対し「子供の発達や学習者の意欲・能力等に

応じた柔軟かつ効果的な教育システムの構築について」諮問がなされた。 
 
○ これを受け、現在、同審議会の初等中等教育分科会に小中一貫教育特別部

会が設置され、小中一貫教育の学校制度について、どのような制度設計が考

えられるか、また、小中一貫教育を全国的に展開するとともに、取組の質の

向上を図る観点からどのような方策が考えられるかなどについて、精力的に

審議されている。さらに、小中一貫教育の総合的な推進方策の一つとして、

地域とともにある学校づくりの観点から、小中一貫教育と一体的に推進すべ

きこととしてどのようなものが考えられるかについても審議されており、小

中一貫教育とコミュニティ・スクールを併せて支えられるような仕組みづく

りの必要性等について指摘されている。 

 

（３）地域とともにある学校づくりの提言 

 ○ 文部科学省に置かれた「学校運営の改善の在り方等に関する調査研究協

力者会議」が平成 23 年 7 月に取りまとめた提言「子どもの豊かな学びを創

造し、地域の絆をつなぐ～地域とともにある学校づくりの推進方策～」に

おいて、「子どもたちの豊かな育ちを確保するために、すべての学校が、地

域の人々と目標を共有した上で、地域と一体となって子どもたちをはぐく

む「地域とともにある学校」となることを目指すべき」とされている。 

 

 ○また、同提言では、地域とともにある学校づくりを推進するため、当面、

国において重点的に推進すべき 5つの目標が掲げられており、その一つと

して「中学校区を運営単位として捉え、複数の小中学校間の連携・接続に

留意した運営体制を拡大」することが掲げられ、「地域とともにある学校づ

くりを促進する新たな仕組みとして、複数校の連携・接続に留意した運営

体制について制度的な課題や推進方策を検討し、その拡大を後押しすべき

である」ことが示されている。 
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２．地域ぐるみで子供たちの 9年間の学びを支える仕組みの必要性 

（１）学校・家庭・地域の協働体制の基盤としてのコミュニティ・スクール 

○ 学校や子供たちが抱える課題等を解決するとともに、子供たちが豊かで健

やかな成長を遂げるためには、学校・家庭・地域がそれぞれの役割を果たし

つつ、社会総掛かりでの教育の実現が不可欠である。 

 

○ 子供たちの「生きる力」は、多様な人々と関わり、様々な経験を重ねてい

く中で育まれるものであり、学校のみで育めるものではない。地域社会との

つながりは、絆を育み、子供たちの成長に豊かさとたくましさを生み出して

くれる。また、地域の未来を担う子供たちの成長は、その地域に住む人々に

とっての夢であり希望でもある。地域社会を構成する一人ひとりが当事者と

しての役割と責任を自覚し、主体的・自主的に子供たちの学びに関わり、支

えていく中で、大人たちもともに学び合い成長を遂げていく姿が理想である。 

 

○ こうした学校・家庭・地域の相互の関係を強化し、社会総掛かりでの教育

の充実を図る上で、学校は、地域社会の中で役割を果たし、地域とともに発

展していくことが重要であり、学校・家庭・地域の協働体制の基盤として、

コミュニティ・スクールの設置促進を図っていくべきである。 

 

（２）小中一貫教育とコミュニティ・スクールとの関係 

 ○ 地域から見た子供の育ちは各学校単位で収まるものではなく、小学校と

中学校の接続をはじめとする周辺校との連携は、地域とともにある学校づ

くりを考える上で重要なテーマとなる。すでに多くの地域において、地方

公共団体における小中一貫教育の取組により、複数の小学校・中学校が連

携して、9年間を通じた子供の育ちを実現する教育が推進されており、学力

向上やいわゆる中 1ギャップ1の緩和（不登校、いじめ、暴力行為等の減少、

中学校進学に不安を覚える生徒の減少等）、教職員の指導方法への改善意欲

の向上、保護者や地域との協働関係の強化など、様々な効果も報告されて

いる（参考資料 1参照）。 

 

○ 現在、小中一貫教育に取り組んでいる学校は、地域コミュニティとの関わ

りの中で取り組んでいる事例が多く、文部科学省が平成 26 年に実施した「小

中一貫教育等についての実態調査」の結果によると、小中一貫教育2を実施

                                                   
1 児童の小学校から中学校への進学において、新しい環境での学習や生活に移行する段階で、不登校や暴

力行為、いじめ等の問題行動につながっていく事態。 
2 小中連携教育（小・中学校が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校教育から中学校教育へ

の円滑な接続を目指す様々な教育）のうち、小・中学校が目指す子供像を共有し、9年間を通じた教育課

程を編成し、系統的な教育を目指す教育。 
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している学校において、地域や保護者との協働関係を強めることを目的に取

り組んでいる事項として、コミュニティ・スクールを導入している学校が

15%、コミュニティ・スクールの組織を小・中学校合同で設けている学校が

7%、コミュニティ・スクールの導入に向けた検討を行っている学校が 4%と

いう状況3であった。こうした中学校区を一つの運営単位（地域との連携単

位）と捉えたコミュニティ・スクールの広がりの中で、地域ぐるみで子供た

ちの 9年間の学びを支える仕組みが有効に機能している。 

 

＜小中一貫教育に取り組むコミュニティ・スクールの事例＞ 

事

例

１ 

・中学校区の小・中学校で「学園」を構成し、小中一貫教育を推進。 
・各学校に学校運営協議会を置きつつ、学園単位の合同会議（○○学園コミュニ

ティ・スクール委員会。学校運営協議会委員全員が同委員会のメンバー）を開

催。 
・合同会議で学園としての目標等を共有。学園の運営状況等について学校関係者

評価を行うとともに、部会（支援部、地域部、評価部、広報部等）を設けて学

校支援活動を実施。 

・合同会議を開催することで、学園で子供を育てていく意識が地域の方々で共有

され、小中一貫教育の視点で学校運営への意見をもらうことができている。 

事

例

２ 

・各小・中学校に学校運営協議会を置きつつ、中学校ブロック学校運営協議会を

組織し、中学校区共通の教育目標を掲げ、取組を実施（各小・中学校の学校運

営協議会委員の代表 3～4名が中学校ブロック学校運営協議会委員として参

画）。 

・中学校ブロック学校運営協議会の委員は、中学校ブロック学校関係者評価委員

も兼務し、連携した取組について評価を実施。 

・校区全体で子供を育てる意識の醸成、小中 9年間を見通した系統的・統一的教

育活動の展開、小・中学校間での情報・行動の連携の促進などの成果。 

 

（３）中学校区を運営単位としたコミュニティ・スクールの設置促進 

○ こうした状況も踏まえると、中学校区内の複数の学校が連携した運営体制

は、地域とともにある学校の運営体制としてふさわしいものと考えられるこ

とから、中学校区におけるコミュニティ・スクールの導入により、保護者や

地域住民等の参画と支援の下、より効果的な学校間連携を推進していくこと

が望ましく、小中一貫教育の推進とコミュニティ・スクールの設置促進を一

つの方向で捉えて推進していくことが必要である。 

 

○ その際、小学校区と中学校区の関係性が多様であること（複数の小学校か

ら一つの中学校への進学、一つの小学校から複数の中学校（私立学校を含む）

への進学等）、都市部と過疎地域など、地域の状況により学校間の連携の形

                                                   
3 小中一貫教育を行う学校 1,130 校に対する調査の結果。 
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態は異なることに留意する必要があり、多様なパターンに対応できるよう、

弾力的な学校運営体制としていくことが必要である。 

 

 

３．小中一貫教育を推進する上での学校運営協議会の在り方 

（１）現行の学校運営協議会の制度 

○ 学校運営協議会は、現行の制度体系下においては、教育委員会が指定する

学校ごとに置かれ、指定学校の基本方針の承認を行うとともに、学校運営等

に対して意見を述べる機能をもたせる制度である。 

 

 （参考）地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 47条の 5第 1項 

   教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その所管に属する学校の

うちその指定する学校（以下この条において「指定学校」という。）の運営に関し

て協議する機関として、当該指定学校ごとに、学校運営協議会を置くことができる。  

 

○ これは、地域の実情や学校の状況を踏まえ、その学校の地域住民や当該学

校に在籍する児童又は生徒の保護者の意向を直接的に学校運営に反映させ

るかどうかについて、設置者である自治体の教育委員会が、その責任におい

て所管の学校ごとに判断を行い、特定の学校を指定して設置することとした

ものである。 
 

（２）小中一貫教育を実施している学校の学校運営協議会の実態 

 ○ 小中一貫教育など学校間連携を推進している学校運営協議会の実態を把

握するため、平成 26 年 9 月に「学校間・学校段階間の連携を推進する上で

の学校運営協議会の在り方に関する調査」を実施した。このうち、小中一

貫教育を実施している自治体における回答の概要は以下のとおりである。 

（参考資料 2参照） 

   調査対象：平成26年 4月時点でコミュニティ・スクールを指定している市区町村（187

市区町村）4  
   回答方法：該当市区町村の教育委員会担当者が記述式で回答。 

集計方法：小中一貫教育を実施している市区町村の回答のポイントを分類し集計。 
回 収 率：97.9% 

 

  

                                                   
4 学校運営協議会は教育委員会が指定するものであること、短期間での調査であり指定校への負担を軽減

する必要があることから、調査対象は学校ではなく市区町村とし、小中一貫教育、小中連携教育等を実施

している市区町村における学校運営協議会の運営上の工夫や成果、課題等の概略を把握するにとどめた。 
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＜小中一貫教育を実施している学校の学校運営協議会の実態（ポイント）＞ 

○ 小中一貫教育を実施しているコミュニティ・スクールでは、中学校区全体

での情報の共有等を図るために、学校運営協議会とは別に合同の組織体を設

けたり、各校の学校運営協議会を合同で開催するなどの工夫がなされている。 

○ こうした工夫により 9年間を通じた方針・目標等の共有化を図るなど、小

中一貫教育を推進する上で学校運営協議会が有効に機能している面がある。 

○ 一方、小・中学校の合同による会議を別に設置し運営するなどにより、学

校運営協議会委員や事務局の負担等が発生するなどの課題も生じている。 

  
＜調査結果の概要＞ 

①小中一貫を推進するための学校運営協議会の運営の工夫 

○ 小中一貫教育に取り組んでいる学校では、中学校区全体での情報の共有等

を図るために、学校運営協議会とは別に合同の組織体を設けたり、各校の学

校運営協議会を合同で開催するなどの工夫を行っている割合が約 90%、合同

会議は設けず、小・中学校で委員を兼務させている割合は約 5%の状況であ

る。 

 

②合同会議を設置している場合で、個別の学校運営協議会の開催の有無 

○ 合同会議を開催している場合で、学校ごとの（個別の）学校運営協議会も

開催している自治体は約 55%の状況である。 

 

③合同会議の開催頻度（個別の学校運営協議会の開催頻度と併せて回答） 

○ 合同会議を開催し、個別の学校運営協議会も開催している自治体において

は、合同会議の開催は 1～4回が約 90%の状況に対し、個別の学校運営協議

会の開催は 1～4回が約 55%、5～8 回が約 40%の状況である。一方、個別の

学校運営協議会を開催していない自治体においては、合同会議の開催は 5～

8回が約 50%と最も多く、続いて 1～4回が約 30%の状況である。 

 

④合同会議の各学校運営協議会の委員構成との関係 

 ○ 小・中学校の学校運営協議会委員を全員、合同会議の委員としている（委

員が完全に重複している）割合が約 80%を超え、合同会議の委員として、各

学校運営協議会の代表者が出席している割合が約 30%の状況である。 

 

⑤合同会議を開催している場合の協議内容 

 ○ 小・中学校の学校運営協議会を合同で開催する中で、学校運営の基本方

針を承認している割合が約 55%、小・中学校合同による行事の協議を行って

いる割合が約 55%、学校関係者評価を実施している割合が約 46%、その他（学
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校支援活動の協議や生徒指導上の課題や対策等について協議など）の割合

が約 63%という状況である。 

 

⑥合同会議を開催している場合、個別の学校運営協議会での協議内容 

 ○ 各小・中学校で開催する学校運営協議会においては、個別学校の抱える

課題や対応等の個別案件について協議している割合が約 60%、各校の基本方

針の承認及び学校関係者評価を実施している割合がそれぞれ約 40%の状況

である。 

 

⑦コミュニティ・スクールにおいて小中一貫教育を推進する上での成果 

 ○ 合同会議の開催など各自治体における運営上の工夫により、９年間を通

じた教育目標や教育課程等の共有が図られているという成果を挙げた割合

は約 45%、指定校全体としての意識の共有など一体感が出ているという成果

を挙げた割合は約 41%の状況である。また、その他（系統的に教育を考えら

れるようになった、小・中学校に学校経営方針が浸透したなど）の割合は

約 21%の状況である。 

 

⑧コミュニティ・スクールにおいて小中一貫教育を推進する上での課題 

 ○ 合同会議に加え、個別の学校運営協議会も開催している自治体において

は、学校運営協議会委員や事務局の負担等が増加している割合が約 55%、

学校運営協議会委員の人材確保が困難との割合が約 30%の状況である。一

方、合同会議のみで個別の学校運営協議会を開催していない自治体におい

ては、負担等が増加している割合が約 12%、人材確保が困難との割合が約

6%に対し、特に課題はないとの回答が約 53%であった。 

 

（３）複数の学校における学校運営協議会の設置を可能とする制度の検討 

 ○ 現在、中央教育審議会では、「小中一貫教育の制度化及び総合的な推進方

策」について審議されており、小中一貫教育の制度設計の方向性として、

一人の校長の下で一つの教職員集団が一貫した教育課程を編成・実施する

「小中一貫教育学校（仮称）」の制度化の検討と併せ、小中一貫教育学校（仮

称）に準じた形で一貫した教育を施す小・中学校の制度的な位置づけにつ

いても検討がなされている。 

 

○ これらの制度化される学校においては、9年間の教育目標を明確化し、9

年間の一貫した系統的な教育課程を編成・実施するなど、小中一貫した教育

を施すために必要な学校運営体制を整備する必要がある。 
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○ 一方、現行の学校運営協議会の制度は、小学校及び中学校が別々の学校と

して法整備されていることを前提としたものであるため、学校ごとに学校運

営協議会を置き、学校運営の基本方針を別々に承認することとなり、9年間

を通じた方針・目標等の共有が必ずしも十分にできないという課題がある。

また、小・中学校の合同による会議を別に設置し運営することで情報の共有

等は可能であるが、会議開催数が多くなり、学校運営協議会委員や事務局の

負担につながっている。 
 

○ このため、小中一貫教育を一層推進する観点からも、小中一貫教育の制度

化と併せて、複数の学校で一つの学校運営協議会を設置することができるよ

う、現行の制度の見直しを図る必要がある。この際、学校運営協議会におい

て、9年間の一貫した教育目標や教育課程等の基本方針の承認、9年間一貫

した学校運営に対する意見、あるいは、9年間を通じた学校支援や学校関係

者評価の実施など、そのメリットを最大限生かした運営について配慮するこ

とが求められる。 

 

＜複数の学校で一つの学校運営協議会を設置することによるメリット＞ 

 ・9 年間を通じた目標等の共有による系統的な学校運営の実現 

・指定学校全体としての学校と地域の協働の推進 

・会議を個別・合同と重ねて開催する必要がなく、学校及び委員の負担が 

軽減され、効率的・効果的な運営が実現 

・単独では設置が厳しい学校における学校運営協議会の設置が拡大 

 

○ 小中一貫教育を行う複数の学校において、一つの学校運営協議会の設置を

可能とした場合には、他校の保護者や地域住民等の代表も学校運営に参画す

ることとなるが、指定学校全体として一貫した教育を行うという理念に照ら

せば、いずれの学校の保護者や地域住民も指定学校の当事者として、学校運

営の基本方針の承認や、学校運営等に対する意見を述べることができるもの

と考えることが妥当である。 
 
○ なお、小中一貫教育以外の小・中学校連携や、幼稚園も含めた中学校区全

体の連携、中学校と高等学校との連携など、多様な学校間連携を推進する観

点から、学校運営協議会の設置について、引き続き、弾力的な在り方の検討

が求められる。 
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（４）複数校における学校運営協議会の運営上の留意点 

○ 既述のとおり、小学校区と中学校区の関係性が多様であること、地域の状

況により学校間の連携の形態は異なることから、教育委員会は、指定対象と

する学校全体としての一貫した教育の必要性とともに、対象校全体としての

地域の実情や学校の状況等を踏まえて、指定の方法について適切に判断する

ことが重要である。 

 

○ 教育委員会は、教育委員会規則において、学校運営協議会が小中一貫した

9年間の教育目標、9年間の系統的な教育課程、年間指導計画等を承認する

旨を明定するなど、学校運営協議会の運営を通して、系統的な学校運営の実

現に資するよう配慮することが重要である。 

 

○ 中学校区の複数の小・中学校が小中一貫教育に取り組む場合、教育委員会

の判断によるが、全体の総合調整等を行う校長（学園長、代表校長等）が所

在する学校に、学校運営協議会の事務局を置くことが望ましい。 

 

○ 学校運営協議会の役割は、指定された学校の運営に関する基本方針の承 

認や学校運営への意見等を通じ、地域住民や保護者等のニーズを的確に反映

することである。このため、小中一貫教育を目指す学校全体の運営方針や教

育課程等の承認等にとどまらず、個別学校における課題に対しても、十分な

協議や情報の共有が図られるよう、配慮することが重要である。 

 

○ 指定学校全体の地域住民や保護者等のニーズが的確に反映されるよう、学

校運営協議会の委員については、一部の学校に偏ることなく、バランスの取

れた人選等を行うことが重要である。 

 

○ 指定学校全体として教職員の理解促進を図るとともに、学校運営協議会 

において合議体として適切な意思決定が行われるためにも、研修等を通じ、

教職員や委員が学校運営協議会の役割や責任について正しい理解が得られ

るよう配慮していくことが重要である。 
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小中一貫教育等についての実態調査結果（抜粋） 

 

【小中一貫教育の主なねらい】 

 

 

【小中一貫教育の成果】 

 

95%
98%

17%
63%

77%
92%

48%
30%

42%
13%

49%
3%

学習指導上の成果を上げる

生徒指導上の成果を上げる

子供の発達の早期化に対応

異学年児童生徒の交流を促進

教員の指導力の向上

9年間を通し児童生徒を育てるという教職員の意識改革

特別支援教育における学校間の連携・協力体制を強化

保護者との協働関係を強化

地域との協働関係を強化

教育活動充実の観点から一定規模の児童生徒数確保

特色ある学校づくりを進める

その他

2%
3%
1%
5%
4%

2%
4%
3%
4%
2%

27%
8%

22%
6%
8%
11%
10%
10%
10%

6%
4%

17%
14%

10%
12%
9%

5%
6%
6%

16%
20%
21%
20%

9%
11%

3%
4%
5%

9%
9%

16%
4%
3%

6%

40%
42%

33%
57%

51%
29%

52%
45%

56%
45%

63%
60%

67%
51%

46%
46%

63%
55%
54%

51%
47%

58%
57%

62%
63%
69%

62%
65%

54%
66%

69%
64%

59%
57%

67%
36%

49%
47%

53%
58%

53%
21%
25%

32%

全国学力・学習状況調査の結果が向上した
都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

民間の標準学力検査の結果が向上した
学習習慣の定着が進んだ
生活リズムが改善した

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した
授業が理解できると答える児童生徒が増えた

勉強が好きと答える児童生徒が増えた
学習意欲が向上した

学習に悩みを抱える児童生徒が減少した
中学校への進学に不安を覚える児童が減少した
児童生徒の学校生活への満足度が高まった

いわゆる「中１ギャップ」が緩和された
いじめの問題等が減少した

不登校が減少した
暴力行為の発生件数が減少した

学習規律・生活規律の定着が進んだ
児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）
児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

児童生徒の自己肯定感が高まった
児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった
下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

予防的生徒指導等の取組が充実した
特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな指導が充実した

教員の指導方法の改善意欲が高まった
教員の生徒指導力の向上につながった
教員の教科指導力の向上につながった

養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した
小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった
小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

小・中学校共通で実践する取組が増えた
小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった
教職員の仕事に対する満足度が高まった
保護者の学校への満足度が高まった
保護者との協働関係が強化された
地域との協働関係が強化された

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった
異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

学校独自の新教科や領域の指導が充実した
校務分掌等、学校運営の効率化につながった

その他（自由記述）

大きな成果が認められる

成果が認められる

N=1130（小中一貫教育実施件数） ※「大きな成果が認められる」の回答が特に多い項目については●で示している。

参考資料１ 
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【小中一貫教育の課題】 

 
 

【地域や保護者との協働関係を強めることを目的に取り組んでいる事項】 

 

 

 

 

 

8%
4%

13%
7%

2%
1%
3%

2%
3%

8%
26%

21%
19%

12%
13%

7%
8%

27%
11%
12%

8%
4%

2%
5%
4%
6%

3%
13%

7%
6%
6%

17%

63%
47%
28%

34%
13%
14%

32%
25%

35%
47%

56%
54%

38%
29%

38%
59%
57%

58%
46%

54%
33%

30%
22%

49%
35%

50%
35%

45%
32%
33%

29%
36%

9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

小中合同の行事等における発達段階に応じた内容設定

施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

時間割や日課表の工夫

チャイムの鳴らし方

転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

小学生高学年のリーダー性・主体性の育成

年間行事予定の調整・共通化

小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

小中合同の研修時間の確保

児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

成果や課題の分析・評価手法の確立

成果・課題の可視化と関係者間での共有

教職員の負担感・多忙感の解消

小・中学校間での負担の不均衡

教職員間での負担の不均衡

所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと

兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

小中の管理職間の共通認識の醸成

小中の教職員間の共通認識の醸成

小中が接続する学年又は区切り以外を担当する教職員の意識向上

小・中学校間のコーディネート機能の充実

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

必要な予算の確保

小学校費、中学校費の一体的な運用（費目の一体化等）

都道府県教委の理解・協力・支援の充実

市区町村教委の理解・協力・支援の充実

その他

大きな課題が認められる

課題が認められる

N=1130（小中一貫教育実施件数） ※「大きな課題が認められる」の回答が特に多い項目については●で示している。

15%
7%

4%
15%

11%
13%

44%
20%

16%
20%

24%
20%

コミュニティ・スクールを導入している

コミュニティ・スクールの組織を小中合同で設けている

コミュニティスクールの導入に向けた検討を行っている

学校支援地域本部による取組を行っている

学校支援地域本部の組織を小中合同で設けている

学校評議員を小中合同で任命している

地域住民・保護者・学校関係者による協議会等の設置

ＰＴＡ組織を小中合同で設け、活動している

自己評価を小中合同で実施している

学校関係者評価を小中合同で実施している

小中合同の学校通信を継続的に発行している

その他
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学校間・学校段階間の連携を推進する上での学校運営協議会の 

在り方に関する調査 

（小中一貫教育を実施している自治体における回答の概要） 

 

 

目  的：小中一貫教育等学校間連携を推進している学校運営協議会の実態を把握するた

め、「学校間・学校段階間の連携を推進する上での学校運営協議会の在り方に関

する調査」を実施した。 

調査時期：平成 26年 9月 

調査対象：平成 26年 4月時点でコミュニティ・スクールを指定している市区町村（187 市

区町村）5  
回答方法：該当市区町村の教育委員会担当者が記述式で回答。 
集計方法：以下の連携の形式のうち、小中一貫教育を実施している市区町村の回答につい

て、記述のポイントを分類し集計。 
回 答 率：97.9% 

 

【学校運営協議会において実施している連携の形式の分類】 

連携の形式 自治体数 割合 

小中一貫教育6を実施 42 22.5% 

小中連携教育など7を実施（小中一貫教育を除く） 58 31.0% 

実施していない 83 44.4% 

未回答 4 2.1% 

 

①小中一貫を推進するための学校運営協議会の運営の工夫（複数回答可） 

 

                                                   
5 学校運営協議会は教育委員会が指定するものであること、短期間での調査であり指定校への負担を軽減

する必要があることから、調査対象は学校ではなく市区町村とし、小中一貫教育、小中連携教育等を実施

している市区町村における学校運営協議会の運営上の工夫や成果、課題等の概略を把握するにとどめた。 
6 注釈 2と同様。 
7 注釈 2に記載の「小中連携教育」の定義のうち、小中一貫教育を実施している学校を除いた上、小学校

同士の連携、中学校同士の連携、幼小中連携など、学校間連携を進めている学校を含む。 

参考資料２ 
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※「小中合同会議の設置」は、各学校の学校運営協議会を合同で開催、あるいは、学校運営

協議会とは別に合同の会議を開催しているとの回答。合同会議の名称としては「○○学園

コミュニティ・スクール」「○○中学校区ブロック学校運営協議会」など様々。 

※「小中で委員を兼務させる」は、合同会議は設置せず、小学校・中学校の委員を一部兼務

させているとの回答。 

※「その他」は、学校運営協議会を小・中学校で完全に一体的に運営しているため、合同会

議という認識がない自治体（4自治体） 

 

②個別の学校運営協議会の開催の有無（合同会議を開催している自治体に確認） 

個別の学校運営協議会の開催 自治体数 割合 

あり 20 54.1% 

なし 17 45.9% 

 

③合同会議の開催頻度（個別の学校運営協議会の開催頻度と併せて回答） 

ア．個別の学校運営協議会を開催している自治体 

 
 

 イ．個別の学校運営協議会を開催していない自治体 
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④合同会議の各学校運営協議会の委員構成との関係（複数回答可） 

 

※「完全重複」は、合同会議の委員に各学校運営協議会の委員が全員重複しているとの回答。 

※「代表者が出席」は、合同会議の委員として、各学校運営協議会の一部の委員が代表とし

て出席しているとの回答。 

 

⑤合同会議を開催している場合の協議内容（複数回答可） 

 
※「基本方針の承認」は、校長の定める学校運営の基本方針を合同会議（各学校運営協議

会の合同開催）において承認しているとの回答。 

※「行事の協議」は、小・中学校合同で開催する行事の内容を協議している等の回答。 

※「学校関係者評価の実施」は、合同会議において、小・中学校の学校関係者評価を実施

しているとの回答。 

※「その他」は、教職員の任用に関する意見、学校支援活動の協議、生活指導、通学路の

安全対策、いじめ等の生徒指導上の課題や対策について協議している等の回答。 

 

⑥合同会議を開催している場合、個別の学校運営協議会での協議内容（複数回

答可） 

 

※「個別の学校案件」は、各学校の抱える課題や対応等に関する情報共有や協議を行って

いる等の回答。 
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※「その他」は、学校支援活動の内容、実働する部会での取組内容、合同会議で話題とな

った内容、予算等について協議している等の回答。 

※「個別の会議なし」は、学校運営協議会の会議として小・中学校合同で開催しているた

め、学校ごとに会議は開催していない等の回答。 

 

⑦コミュニティ・スクールにおける小中一貫教育を推進する上での成果（複数

回答可） 

 

※「目標の共有」は、9 年間を通じた教育目標、系統的な教育課程等を共有している等の回

答。「目標の共有」及び「一体感（意識の共有）」を共に挙げた自治体については、「目標

の共有」にカウントしている。 

※「一体感（意識の共有）」は、小・中学校の学校・地域の関係者において、意識の共有が

図られているとの回答。 

※「その他」は、系統的に教育を考えられるようになった、小・中学校に学校経営方針が

浸透した、ボランティアが増加した等の回答。 

 

⑧コミュニティ・スクールにおいて小中一貫教育を推進する上での課題（複数

回答可） 

 

  ※「負担増」は、各学校の委員構成が重複してしまい、委員及び学校に負担が生じている等

の回答。 

  ※「人選、人材確保」は、学校運営協議会委員として適切な人材が不足しており、人選、人

材確保が困難である等の回答。 

※「その他」は、学校数が多いため市教委が積極的に関われない、関係する組織が多いと

円滑なネットワークづくりができない等の回答。 


